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特別交付税算定における災害の位置付け
研究論文
はじめに
　特別交付税は、普通交付税とともに地方交
付税を構成し、2008年度の決算総額は9,245
億円にのぼる。特別交付税の目的は、まず地
方交付税の一部として、財源の均衡化と地方
行政の計画的な運営の保障があげられる。そ
して、特別交付税固有の目的として、普通交
付税で捕捉できない事柄のカバーがあげられ
る。地方交付税法第15条第１項では、普通交
付税算定後に発生した災害、普通交付税では
捉えきれない特殊な個別要因の存在などが、
算定の際の事由としてあげられている１）。
　地方交付税の総額は、原則として地方財政
計画で決められる。そして、地方交付税総額
の6％が特別交付税に割り当てられる。この
比率は、1958年度に8％から6％へと引き下
げられて以降、現在まで変わっていない。各
地方公共団体へは、当該年度の12月に全体の
はじめに
１．災害に対する特別交付税措置
2．特別交付税による災害関連への算定額
３．不交付団体における都道府県と市町村の災害関連算定の違い
おわりに
３分の１以内、そして当該年度の３月に残額
が交付される。かつて1975年度までは2月に
一括交付されていたが、総額の増加などを理
由として、1976年度から現在の方式に変更さ
れた。算定に際して、地方交付税法では具体
的な方法は示されておらず、「特別交付税に
関する省令」によって決められている。この
省令は、特別交付税の算定に合わせて、多く
の年度で2度改正されている。算定に当たっ
て、都道府県分は総務大臣がすべて算定のう
え決定する。市町村分は、総務大臣が都道府
県ごとの総額を積み上げ方式で算定して都道
府県に示し、都道府県知事が同様の手法等に
基づき改めて各市町村分を算定し、最終的に
総務大臣が決定する。市町村分の決定の際、
総務大臣は知事算定に変更が可能である。
　本稿では、特別交付税の算定について、法
で定められた唯一と言って良い具体的事由で
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ある災害が、特別交付税の算定全体のなかで
実際にどのような位置付けとなっているか分
析する。そして、特別交付税のあり方を考え
る際の一助となることを目的としている。
１．災害に対する特別交付税措置
⑴　災害復旧事業の資金負担と特別交付税の
　　役割
　地方公共団体が実施する災害復旧事業その
ものについて、財源の中心となっているのは
国庫負担である。2008年度における土木一般
災害の現年災の場合、都道府県の災害復旧
事業費では、標準税収入の50％までの部分の
３分の2、50％〜 200％の部分の4分の３、
200％超の部分のすべてが、それぞれ国庫負
担で賄われる。残りの地方負担分について
も、財源はすべて地方債で調達することがで
きる。そして、その地方債の元利償還費は、
95％が普通交付税で措置される。つまり、災
害復旧事業のほとんどの部分について、国が
被災した地方公共団体を財源面でカバーする
形になっている。
　こうしたなか、特別交付税の役割は、災害
に関連した職員の超過勤務手当や被災者への
弔慰金の支払いなど災害の周辺負担や、災害
に起因する地方税や手数料の減少などへの対
応に重点が置かれている。
　災害に対する国庫負担の場合、土木、公立
学校、公営住宅など災害の被害が発生した対
象によってその割合などが異なる。しかし、
特別交付税による措置では、災害の種類によ
る区分は原則として無く、一部の災害に関し
て例外的な扱いがあるだけである。それは、
国庫負担が被害のあった対象の重要度や復旧
の緊急性、復旧に要する金額などで扱いに差
を付ける必要があるのに対して、特別交付税
で算定されるものは上述の通り、災害の周辺
事項が中心となっているため、扱いに差を付
ける必然性が乏しいからである。
⑵　特別交付税における算定の種類
　特別交付税における算定の種類は2）、災害
が発生した年に緊急に行う復旧整備を算定す
る「現年災」、過去３ヶ年に発生した災害復
旧事業費が一定の条件を超える場合に算定さ
れる「連年災」、都道府県が補助をして都道
府県以外のものが実施する森林災害復旧事業
を算定する「森林災害復旧」などに分けられ
る３）（表１）。算定項目上の一項目である「現
年災」とは別に、現年災害としていくつか災
害の対象等によって別に算定項目が設定され
るものもある4）。たとえば、国の補助事業を
受けて施行する災害廃棄物処理事業に要する
経費の一定割合を算定する「災害廃棄物処
理」、干害、冷害、凍霜害、ひょう害などを
算定する「干・冷害」、一定数以上の世帯が
１回の火災によって焼失した場合に算定する
「大火災」などである。また、現年災害とは
言え、過去の災害に対して起債した地方債の
元利償還金のうち、普通交付税の措置のない
ものにその一定割合を算定するものも含まれ
る。
　対象となる災害の種類の幅がもっとも広
く、災害発生時に特別交付税としてもっとも
大きな算定規模になると考えられるのは、「現
年災」である。「現年災」における都道府県
への特別交付税は、国の補助金等を伴う災害
復旧事業費、国施行災害復旧事業費、国の補
助金を伴う災害対策事業費のそれぞれ1.5％
が算定される。また、罹災した世帯数に
17,600円を乗じた金額、農作物被害面積１ha
あたり3,100円（作付面積に対し被害が30％
超では5,200円）、災害救助費の40％（地方負
担額が上限）、死者･行方不明者数に875,000
円を乗じた金額、障害者数に437,500円を乗
じた金額、がそれぞれ算定される。
　市町村の「現年災」の場合は、国の補助金
等を伴う災害復旧事業費、国施行災害復旧事
業費、国の補助金を伴う災害対策事業費のそ
れぞれ2％が算定される。また、罹災した世
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帯数に23,500円、全壊家屋の戸数に169,400
円、半壊家屋の戸数に84,800円、床上浸水
家屋の戸数に4,800円、床下浸水家屋の戸数
に2,700円をそれぞれ乗じた金額、農作物被
害面積１haあたり6,700円（作付面積に対し
被害が30％超では9,500円）、死者･行方不明
者数に875,000円を乗じた金額、障害者数に
437,500円を乗じた金額、がそれぞれ算定さ
れる。
　「現年災」で算定される特別交付税額のう
ち、災害復旧事業費などの1.5％（都道府県
の場合、市町村は2％）と大まかな算定方式
が適用される部分は、災害対策本部の設置や
職員の時間外勤務手当、燃料費、通信費、水
防資材費、見舞金、税の減免など幅広く災害
に関連した支出などに充当されると想定され
ている。
表１　特別交付税における災害関連に対する算定（2008年度）
種類等 都道府県分 市町村分
現年災
○国の補助金等を伴う災害復旧事業費と国施行災害復
旧事業費と国の補助金を伴う災害対策事業費の1.5％
○罹災世帯数×17,600円　○障害者数×437,500円
○農作物被害面積1ha×3,100円（作付面積に対し被害
が30％超では5,200円）
○災害救助費×0.4（地方負担額が上限）
○死者･行方不明者数×875,000円
○国の補助金等を伴う災害復旧事業費と国施行災害復
旧事業費と国の補助金を伴う災害対策事業費の２％
○罹災世帯数×23,500円　○障害者数×437,500円
○農作物被害面積1ha×6,700円（作付面積に対し被害
が30％超では9,500円）
○全壊家屋戸数×169,400円（半壊は84,800円）､床上
浸水家屋戸数×4,800円（床下浸水は2,700円）
○死者･行方不明者数×875,000円
干・冷害
（現年災害）
算式　Ａ×0.010×α　によって算定した額
Ａ：当該道府県の農作物被害額
α：農作物被害額／（当該道府県の専業農家数＋第1
種兼業農家数＋第２種兼業農家数×0.25）　について、
以下の比率を乗じたもの　380,000円未満：1.00
　380,000 ～ 750,000円：1.15　750,000円以上：1.30
【３月分】干害応急事業経費（補助事業）の当該年度
当該道府県負担額×0.7
算式　Ａ×0.010×α　によって算定した額
Ａ：当該市町村の農作物被害額
α：農作物被害額／（当該道府県の専業農家数＋第1
種兼業農家数＋第２種兼業農家数×0.25）　について、
以下の比率を乗じたもの　380,000円未満：1.00
　380,000 ～ 750,000円：1.15　750,000円以上：1.60
【３月分】干害応急事業経費（補助事業）の当該年度
当該市町村負担額×0.7
公営企業
災害復旧
（現年災害）
災害復旧事業経費の為の地方債（阪神・淡路大震災災
害復旧事業債を除く）の元利償還のため当該年度に一
般会計から下記事業特別会計への繰入額×0.5の合算
○地方団体・一部事務組合経営の病院事業
○高料金上水道事業
○下水道事業
災害復旧事業経費の為の地方債（同左）の元利償還の
ため当該年度に一般会計から下記事業特別会計への繰
入額×0.5の合算
○高料金上水道事業､○下水道事業
○簡易水道事業､○病院事業､○激甚災害市町村（除く
指定都市）経営のガス･上水道（除く高料金上水道）･
軌道（除く地下鉄）･自動車運送事業で、被害が激甚
災害発生年度の料金収入見込額の約20％以上か、翌事
業年度以降5事業年度中の見込利益総額で補てん不能
か、財政再建中事業かに該当
大火災
（現年災害）
－
適用: 1回の火災で人口1万人未満は20､ 1～5万人は
30､ 5～10万人は40､10万人以上は100世帯全半焼
算定:当該火災経費か全半焼世帯数×175,000円（上記
5倍以上の罹災数:203,000円）の少ない額
災害等廃棄
物処理
（現年災害）
－
災害等廃棄物処理事業経費（補助事業）×0.8
上記の留保額（起債･補助金等除く）×0.57
たん水防除
事業
（現年災害）
－
たん水防除･農地防災排水経費（補助事業）の為の同
意･許可のある地方債の当該年度元利償還金（除く基
準財政需要算定分）×0.3（2001年度以前発行は0.57）
連年災
次の算式によって算定した額
　Ａ／Ｂが1超　Ｃ×（2/3）×0.7
　Ａ／Ｂが0.5超1以下　Ａ×0.0025×（2/3）×0.7
Ａ：前４年度1月1日～前年度12月31日に発生した災
害（除く火災）のため当該道府県で国の補助金等を受
ける災害復旧事業（除く森林）･国施行災害復旧事業･
国の補助金を受ける災害対策事業の経費
Ｂ：前３年度～前年度の標準税収入の合算額
Ｃ：Ａについて　Ｂ以下分×0.01＋Ｂを超えＢの２倍
まで分×0.015＋Ｂの２倍超分×0.02
次の算式によって算定した額×0.8
Ａ／Ｂが1を超える市町村
　Ａ×0.01
Ａ／Ｂが0.5を超え1以下の市町村
　Ａ×0.0025
Ａ：前４年度1月1日～前年度12月31日に発生した災
害（除く火災）のため当該市町村で国の補助金等を受
ける災害復旧事業（除く森林）･国施行災害復旧事業･
国の補助金を受ける災害対策事業の経費
Ｂ：前３年度～前年度の標準税収入の合算額
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２．特別交付税による災害関連への
　　算定額
（1）災害関連の算定総額
　特別交付税によって、地方財政全体に災害
関連のものがどの程度算定されているか考察
してみる。特別交付税の算定額については、
公表データが極端に限定されている。そうし
たなか、災害関連の算定額は、特別交付税の
なかで算定結果の金額が継続的に明示され
ている数少ない項目のひとつである5）。ただ
し、災害関連の範囲がどこまでのものか、そ
して各年度で同一の範囲のものが公表されて
いるのか定かではない6）。また、次章で分析
するように、都道府県の普通交付税の不交付
団体への算定分や市町村の一般項目で減額対
象となっている算定分などがどの程度含まれ
ているか不明なため、算定額がそのまま交付
されている訳ではない点にも、注意が必要で
ある。
　自明のことだが、災害関連の算定額は大規
模災害発生時に拡大する。これまででもっと
も災害関連の算定が大きかったのは、2004年
度である。2004年度は、新潟県中越地震はじ
め激甚災害指定8、災害救助法適用災害10、
台風上陸数10など、例年に比べ災害発生件数
が多かった。災害に関連する算定額は、現
年災が990億円、災害廃棄物処理93億円、災
害応援17億円で、総額1,099億円となった７）。
2004年度に次いで規模が大きかったのは、阪
神・淡路大震災のあった1994年度である。阪
神・淡路大震災の場合、発生時点で見れば翌
年度に算定されるはずだったが、特別に発
生年度中に算定されたという経緯がある8）。
1994年度は阪神・淡路大震災関連で611億円、
森林災害
復旧
激甚災害で道府県が補助し道府県以外が行う森林災害
復旧事業経費の当該年度経費の1/6×0.8
－
天災融資
天災による被害農林漁業者等への利子補給･損失補償
経費のうち道府県が負担すべき額×0.8
天災による被害農林漁業者等への利子補給･損失補償
経費のうち市町村が負担すべき額×0.8
災害特例債
【12月分】災害特例債の元利償還金×0.57（2004年発生
の特定の災害の地方債は0.95）
【12月分】災害特例債の元利償還金×0.57（新潟県中越
地震の災害廃棄物処理の分は0.75）
防災集団
移転促進
－
【12月分】防災集団移転促進事業（補助事業）について
○地方債当該年度元利償還金×0.8
○都道府県貸付金の当該年度元利償還金×0.5
○当該年度負担一般財源×0.5　　　の合算額
活動火山
対策
【３月分】活動火山対策事業充当一般財源（当該事業
の地方債の当該年度元利償還金含む）について、補助
事業×0.8、単独事業×0.5の合算額
【３月分】活動火山対策事業充当一般財源（当該事業
の地方債の当該年度元利償還金含む）の補助事業×0.8､
単独事業×0.5､防災営農施設整備事業（単独事業）充
当一般財源（同）×0.8の合算額
がけ地近接
【12月分】がけ地近接等危険住宅移転事業（補助事業）
経費から当該補助金を控除した額×0.5
【12月分】がけ地近接等危険住宅移転事業（補助事業）
経費から当該補助金を控除した額×0.5
災害応援
【３月分】被害を受けた地方公共団体の要請等による
被災地域応援等経費について以下の算定額の少ない額
（算定額＜被災地域応援等経費×0.5　の場合は後者）
○Ａ×（15,521円＋Ｂ）＋Ｃ×（12,747円＋Ｂ）＋（Ｄ
×443円）＋（Ｅ×175円）＋（Ｆ×0.5）
Ａ：救助活動等応援消防職員の延べ出動日数
Ｂ：往復交通費×（1/3）
Ｃ：消防職員以外の応急措置等職員の延べ従事日数
Ｄ:受入被災者の施設等における延べ滞在日数（人日）
Ｅ：被災地からの転入児童･生徒の延べ在籍日数
Ｆ：派遣職員に付随する物資の応援その他の経費
○被災地域の応援等に要する経費×0.8
【３月分】被害を受けた地方公共団体の要請等による
被災地域応援等経費について以下の算定額の少ない額
（算定額＜被災地域応援等経費×0.5　の場合は後者）
○Ａ×（15,521円＋Ｂ）＋Ｃ×（12,747円＋Ｂ）＋（Ｄ
×443円）＋（Ｅ×175円）＋（Ｆ×0.5）
Ａ：救助活動等応援消防職員の延べ出動日数
Ｂ：往復交通費×（1/3）　（都道府県内は740円）
Ｃ：消防職員以外の応急措置等職員の延べ従事日数
Ｄ:受入被災者の施設等における延べ滞在日数（人日）
Ｅ：被災地からの転入児童･生徒の延べ在籍日数
Ｆ：派遣職員に付随する物資の応援その他の経費
○被災地域の応援等に要する経費×0.8
除排雪 【３月分】除排雪に要する経費が多額 【３月分】除排雪に要する経費が多額
地震対策 【３月分】地震対策に要する経費が多額 【３月分】地震対策に要する経費が多額
（注）明記されている場合を除き、12月分と３月分の両方で算定
（資料）地方財務協会編（2010）『地方財政要覧』地方財務協会、「特別交付税に関する省令（第65次改正）」
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災害関連で合計743億円が算定された。
　データの連続性が一定程度確保され、災害
発生時には算定規模が圧倒的に大きくなる現
年災について、これまでの推移を追ってみよ
う（図１）。現年災の算定額は、大規模災害
の有無や数が大きく影響して、激しく金額
が増減していることが分かる。これまでで
最大の2004年度の現年災は990億円にのぼる
のに対して、1989年度以降でもっとも少ない
2008年度は79億円にすぎない（連年災14億円
など他の災害関連の算定額を加えても112億
円）。現年災算定額の対特別交付税総額比で
見ると、現年災の金額で過去最大だった2004
年度は9.1％である。阪神・淡路大震災のあっ
た1994年度の現年災と阪神・淡路大震災関連
の単純合計を対特別交付税総額比で見た場合
も、9.4％である。一方、大規模災害が少な
い年度は対特別交付税総額比も小さく、１〜
2％の年度も多く見られ、2008年度は0.9％
にとどまる。
　1986年度を例に、防災を含めた広い概念で
災害関連を捉え、「災害防災対策」として算
定された内容を見てみよう（表2）。1986年
度は、1986年8月5日の台風10号による豪雨
で関東地方や東北地方に水害が発生したり、
1986年11月15日からの伊豆大島噴火などが
あったものの、極端に災害の多い年度であっ
た訳ではない。そうしたなか、災害防災対策
のなかで金額が最大だった項目は、やはり現
年災であった。現年災として、224億円が算
定されている。それに続く規模のものとして
は、自然災害防止事業債159億円、湿じゅん
道路130億円といった防災関連の項目である。
災害防災対策合計では、770億円が算定され
ている。1986年度の特別交付税総額は6,147
億円であり、災害防災対策の対特別交付税総
額比は12.5％になる。
　なお、自然災害防止事業債は、災害を未然
に防ぐための治山、治水、砂防など公共事業
のために起債された地方債の元利償還金の一
定割合を特別交付税で算定するものである
（財政力による補正あり）。1986年度にはすべ
て特別交付税で算定されていたものの、1987
年度以降段階的に特別交付税から普通交付税
へ移行され、現在では普通交付税による措置
がすべてであり、特別交付税の算定からは外
されている。
（注）１．地方財務協会編『地方財政』各年の「特別交付税について」の資料から抽出。
　　 2．阪神・淡路大震災関連の算定額には、現年災のほか連年災等さまざまな項目が含まれている。本来は現年災分を抽出
　　　　 し加算すべきだが、内訳の詳細は未公表のため、参考としてすべて上乗せした。
（資料）地方財務協会編『地方財政』（各号）地方財務協会
図１　現年災算定額及び阪神淡路大震災関連の算定額・対特別交付税総額比の推移
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（2）新潟県と兵庫県の例
　大規模災害が発生した新潟県と兵庫県の決
算統計を用いて、大規模災害における特別交
付税の役割を検証する。まず、新潟県につ
いては、2004年10月23日に新潟県中越地震が
発生した。地震の規模はマグニチュード6.8、
最大震度は新潟県川口町の７であった。死者
68人、負傷者4,805人、住家全壊3,175棟、住
家半壊13,810棟などの被害が出て、激甚災害
に指定された。また、新潟県では2007年７月
16日にも激甚災害指定の新潟県中越沖地震が
発生している。地震の規模はマグニチュード
6.8、最大震度は新潟県長岡市などで震度6
強を記録した。死者15人、負負傷者2,346人、
住家全壊1,331棟、住家半壊5,709棟などの被
害が出ている。
　新潟県が負担する災害復旧事業費は、震災
後に急増していることが分かる（図2）。当
該年度の災害復旧事業費では国直轄事業負担
金が急増し、震災翌年度以降に補助事業が大
幅に増加した。新潟県中越地震発生翌年度お
よび翌々年度には、700億円超の災害復旧事
図2　災害防災対策として算定された項目及び金額（1986年度）
（単位：百万円）
項目 都道府県 市町村 合計
現年災 10,499 11,836 22,355
森林災害復旧事業（現年災） 282 － 282
連年災 1,187 4,889 6,076
災害特例債 － 142 142
大火災 － 1 1
公共施設火災 － 197 197
干・冷害 280 280 560
営農資金 518 506 1,024
チリ地震 2 － 2
救急業務 － 489 489
高速道路救急 － 3,569 3,569
消防防災無線 － 476 476
防災集団移転 － 129 129
消防賞じゅつ金等 － 31 31
渇水対策 － 314 314
除排雪 999 5,014 6,013
不発弾 2 9 11
特殊地下壕 － 23 23
消防操法大会 － 103 103
がけ地近接 189 196 385
湿じゅん道路 554 12,408 12,962
地すべり対策 2,589 － 2,589
活動火山 896 691 1,587
自然災害防止事業債 12,493 3,399 15,892
災害防災対策計 31,016 45,959 76,975
（注）都道府県の普通交付税の不交付団体（東京都･神奈川県･愛知県･大阪府）への算定分や市町村の一般項目で減額対象の算
　　 定分などを含むため、算定額のすべてが交付された訳ではない。
（資料）自治省財政局財政課（1987）『昭和61年度特別交付税参考資料』
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業費が計上された。特別交付税についても、
2004年度と2007年度はともに大幅に増加して
いる（図３）。2003年度は57億円だったもの
が、新潟県中越地震の発生した2004年度には
137億円になっている。そして、新潟県中越
沖地震の発生した2007年度にも100億円を超
えた。しかし、災害復旧事業費や中越大震災
復興基金関係への支出（2004年度に一般会計
より3,050億円）、中越沖地震復興基金関係へ
の支出（2007年度に一般会計より1,230億円）
などに比べれば、特別交付税はかなり少額で
ある。
　次に、兵庫県について検証してみよう。
1995年１月17日に発生した阪神・淡路大震災
の地震の規模はマグニチュード7.3、最大震
度は兵庫県淡路島などの７であった。死者が
6,434人、不明者３人、負傷者は約43,800人
にのぼり、大規模な被害が発生した。
　震災発生が年度終盤だったこともあり、兵
庫県の災害復旧事業費の多くは震災翌年度以
降で、1995年度は総額1,552億円にのぼった
（図4）。内訳を見ると、最大は補助事業だが
単独事業も例年に比べれば大きな規模であっ
た。1996年度の災害復旧事業費も総額1,103
億円にのぼり、震災前の100億円前後と比べ
きわめて大規模であった。一方、兵庫県の特
別交付税額は、震災のあった1994年度に急増
し、以降は徐々に減少していった（図5）。
災害復旧事業費が1997年度以降大きく減少し
たのに対して、特別交付税の交付額はそれほ
ど急減していないのが特徴である。これは、
地方税の減免等による減収補てんのための歳
入欠陥債発行額が多額にのぼったことや、応
急仮設住宅の設置や撤去に関する費用の地方
負担分が算定されたことなどが背景にある。
　こうした新潟県と兵庫県の例から、大規模
な災害が発生した場合には、特別交付税が直
ちに急増することが確認できた。そして、災
害復旧事業費などの全般的な支出額に対応し
たものではなく、当面のその他の支出増や税
収減などに対応可能な規模だということもわ
かった。これにより、先の算定項目の内容か
ら見た特別交付税の位置付けを、決算額から
確認できたことになる。
図2　新潟県の災害復旧事業費の推移
（資料）総務省編『都道府県決算状況調』
図３　新潟県の特別交付税額の推移
（資料）総務省編『都道府県決算状況調』
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３．不交付団体における都道府県と
　　市町村の災害関連算定の違い
（1）加減算の仕組みから見た特別交付税
　　算定の骨格
　特別交付税の算定にあたり、都道府県分と
市町村分ではいくつかの違いがある。そのな
かでも、算定の加減算の仕組みが異なる部分
は、とくに普通交付税の不交付団体にとって
大きな違いとなる。
　都道府県分の算定における加減算の仕組み
は、次の通りである。なお、需要項目とは加
算項目のことを指す。また、減額項目の算定
額が需要項目の算定額を上回った場合にはゼ
ロとして取り扱われ、特別交付税は交付され
ない。
　【12月分】需要項目－減額項目＋普通交付
　　　　　 税の錯誤額
　【３月分】需要項目－（減額項目＋12月分
　　　　　 の減額不能額）
　市町村分の算定における加減算の仕組み
は、次の通りである。なお、特定項目、準特
定項目、そして一般項目は加算項目のことを
指す。また、それぞれのカッコ内が負になる
場合は、ゼロとして算定される。さらに、こ
こでの減額項目には、財源超過額は含まれな
い。
　【12月分】特定項目＋｛準特定項目＋（一
　　　　　 般項目－減額項目）－財源超過
　　　　　 額｝＋普通交付税の錯誤額
　【３月分】特定項目＋｛準特定項目＋（一
　　　　　 般項目－減額項目－12月の減額
　　　　　 不能額）－12月の減額不能財源
　　　　　 超過額｝
　都道府県分と市町村分の決定的な違いは、
財源超過額を含む減額項目が控除される範囲
にある。都道府県分の場合、災害関連のもの
を含め、すべての需要項目が減算対象とな
る。減額項目を内容で分ければ、問題を指摘
された制度の存在、国の基準を上回る諸手当
の支給、他の地方公共団体に比べ著しく大き
い支出、公営競技による収益、そして基準財
政需要額を基準財政収入額が上回った財源超
過額などである（表３）。2008年度を例にと
れば、徒歩手当、国の基準を上回る地域手当
や期末勤勉手当や寒冷地手当、人口一人当た
り人件費・物件費等の平均を大きく上回る金
額、退職時特別昇給により増額された退職金
額などがあげられる。一方、市町村分につい
ては、特定項目が減算対象から外されてい
る。また、準特定項目についても、財源超過
額分は減算されるものの、その他の減額項目
は減算対象とはならない。
（資料）総務省編『都道府県決算状況調』
図4　兵庫県の災害復旧事業費の推移
（資料）総務省編『都道府県決算状況調』
図5　兵庫県の特別交付税額の推移
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（2）不交付団体における災害関連の算定
　こうした減額項目の数は増加傾向にあるも
のの、一般的に普通交付税の不交付団体に
とって大きいのは、財源超過額である。た
とえば2008年度の東京都は基準財政需要額
31,686億円に対して基準財政収入額が48,394
億円あり、財源超過額は16,708億円にのぼる。
そのため、東京都について需要項目を算定し
ても、他の減額項目に加えこの財源超過額を
上回らない限り、特別交付税が交付されるこ
とはない。そもそも、2008年度の特別交付税
は総額が9,245億円である。また、阪神・淡
路大震災（1995年１月17日）があった年度に
兵庫県へ交付された特別交付税の総額は205
億円である。これらと比較して、東京都の財
源超過額がいかに大きいかわかるであろう。
実際、東京都の特別交付税額はゼロが続いて
いる。つまり、都道府県の普通交付税の不交
付団体の場合、よほど財源超過額が小さくな
い限り、先に見た災害関連による算定があっ
ても特別交付税は交付されない可能性が高い
ことになる。
　ちなみに1986年度を見ると、東京都の12月
分の需要項目の合計が8億円、３月分の需要
項目の合計が53億円であった9）。このうち、
12月分の現年災が842万円、森林災害復旧事
業2,225万円、自然災害防止事業債6,183万円、
干・冷害76万円、３月分の現年災は780万円、
自然災害防止事業債687万円、地震対策138万
円と、災害関連の需要項目が算定されてい
た。それに対して、減額項目は、期末勤勉
手当分が49億円、そして財源超過額は3,372
表３　財源超過額を含む減額項目一覧（2008年度）
12月分
都道府県分
当該年度における財源超過額（基準財政収入額が基準財政需要額を超える額）
公営競技収益金の一定割合
期末 ･ 勤勉 ･ 期末特別手当の前年度３月 ･ 当該年度６月分の超過支給額（国の基準を上回るもの）
区域内市町村について当該年度４月２日以降に下記の加算があった額
　市制施行・市の区域変更による生活保護費・社会福祉費の増加
　保健所設置市になるか保健所設置市の区域変更等による保健衛生費の増加
　中小企業支援法指定市となり商工行政費が増額
　福祉事務所設置町村となり生活保護費が発生（既設置町村も適用）
　中核市となりその他の教育費・社会福祉費・保健衛生費・高齢者保健福祉費が増額
　指定都市の区域変更等により道路橋りょう費・その他の教育費が増加
市町村分
当該年度における財源超過額（基準財政収入額が基準財政需要額を超える額）
公営競技収益金の一定割合
期末 ･ 勤勉 ･ 期末特別手当の前年度３月 ･ 当該年度６月分の超過支給額（国の基準を上回るもの）
健康保険組合加入市町村における共済組合負担金
人口当たりの前年度の人件費（退職手当を除く）･ 物件費 ･ 維持補修費（総務大臣が認める経費を除く）の合算
額が類似する地方公共団体区分平均の 125％（町村は 135％）超部分の一定割合
３月分
都道府県分
12 月分で控除し切れなかった減額分（財源超過額など）
期末勤勉手当の当該年度 12 月分の超過支給額（国の基準を上回るもの）
徒歩手当額
退職時特別昇給により増額された退職金額
寒冷地手当で国家公務員を上回る額
国の基準を上回る地域手当の総額
市町村分
12 月分で控除し切れなかった減額分（財源超過額）
12 月分で控除し切れなかった減額分（財源超過額を除く）
期末勤勉手当の当該年度 12 月分の超過支給額（国の基準を上回るもの）
徒歩手当額
退職時特別昇給により増額された退職金額
寒冷地手当で国家公務員を上回る額
国の基準を上回る地域手当の総額
（資料）「特別交付税に関する省令（第65次改正）」
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億円で、合計3,421億円であった。もちろん、
1986年度の東京都の特別交付税額はゼロであ
る。
　一方、市町村の場合は都道府県と異なり、
普通交付税の不交付団体であっても特別交
付税が交付される可能性は高い。たとえば、
2008年度における武蔵野市（東京都）は、基
準財政需要額176億円に対して基準財政収入
額が286億円あり、財源超過額は110億円にの
ぼる。しかし、特別交付税は2,890万円交付
されている。武蔵野市の2008年度における財
政力指数は1.669、恒常的に1.5前後となって
いる有数の富裕団体である（東京都の2008年
度は1.406）。だが、特別交付税は恒常的に交
付されている（図6）
　武蔵野市に代表される普通交付税の不交付
団体の市町村に特別交付税が交付されるの
は、先に見た算定の骨格における、特定項
目の存在による（表4）。特定項目のなかに
は、ほとんどの市町村が関係する「頑張る地
方応援プログラム」10）関連の項目なども含ま
れており、2008年度において特別交付税が不
交付の市町村はない11）。特定項目は12月分、
３月分ともにあり、いずれも災害関連のもの
が多く含まれている。災害が発生した場合に
もっとも規模が大きくなると考えられる現年
災は、適用時期の違いのみ異なり12月分と３
月分のいずれも同内容のものが特定項目に含
まれている。市町村分の災害関連の算定項目
で、財源超過額などが控除される項目は、連
年災、たん水防除事業（現年災害）、天災融資、
公営企業災害復旧（現年災害）、地震対策だ
けであり、それ以外はすべて特定項目となっ
ている。
　1986年度に不交付団体だった川崎市（神奈
川県）を例に見てみよう。川崎市の12月分
の需要項目の合計が2.6億円、３月分の需要
項目の合計が5.4億円であった。それに対し
て、減額項目は、公営競技収益金が0.3億円、
共済組合負担金0.5億円、期末勤勉手当分3.4
億円、そして財源超過額は688億円であった。
都道府県と同様の加減算の仕組みが適用され
れば特別交付税は不交付になるところだが、
川崎市の場合、12月分の特定項目が253万円、
３月分の特定項目は5.0億円算定されたので、
そのそれぞれが交付され計5.0億円となった。
災害関連の算定項目では、12月分の特定項目
で現年災が253万円、３月分の特定項目で現
年災12万円、除排雪400万円が算定された12）。
一般項目で交付につながらなかった災害関連
の算定項目は、地震対策の3,700万円だけで
あった。
（注）1998 年度が突出しているのは、緊急経済対策に伴う 1998 年度第三次補正予算により特別交付税総額が 1,300 億円増額さ
　　 れたため。
（資料）総務省編『市町村別決算状況調』
図6　武蔵野市の特別交付税額・財政力指数の推移
− 117 −
特別交付税算定における災害の位置付け
おわりに
　本稿の分析を通じて、災害に際して特別交
付税独自の重要な役割があることがわかっ
た。特別交付税の算定にあたり、とくに現年
災については国庫支出金や地方債、普通交付
税では賄いきれない部分をカバーするように
ルールが定められており、災害の発生した地
方公共団体にとって貴重な財源となってい
る。
　しかし、こうしたとくに現年災についての
重要性と、他の災害関連の算定項目の必要性
は別である。現年災害以外の項目について
は、特別交付税の算定として必要不可欠なも
のとは言い難いものも含まれている。なかに
は、除排雪や地震対策のように「経費が多額
であること」というように、具体的な算定方
法が省令によって明示されていないものもあ
り、とくに問題が大きい。現年災害について
も、地方債の元利償還費を算定するものがあ
り、その必要性を再検討すべきであろう。
　また、現行の特別交付税の規模の適切性に
ついても疑問が生じる。特別交付税の算定に
表4　市町村分の特定項目一覧（2008年度）
12月分
本則
地方財政再建促進特別措置法を準用して財政再建を行う市町村における一時借入金に係る支払利子があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
大火災があったこと
公共施設火災があったこと
市町村合併を行ったことによる特別の財政需要があること
合併市町村の一体性の速やかな確立を図るために要する経費があること
「頑張る地方応援プログラム」に係るプロジェクトの取組に要する経費があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
干害、冷害、凍霜害、ひょう害等による特別の財政需要があること
災害等廃棄物処理事業に要する経費があること
附則 阪神・淡路災害公営住宅等特別家賃低減対策事業に要する経費があること
３月分
本則
地方財政再建促進特別措置法を準用して財政再建を行う市町村における一時借入金に係る支払利子があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
大火災があったこと
公共施設火災があったこと
不発弾等の処理に要する経費があること
渇水対策に要する経費があること
被災地域の応援等に要する経費があること
鉱害対策に要する経費があること
不法に処分された産業廃棄物に係る原状回復に要する経費があること
高病原性鳥インフルエンザ対策に要する経費があること
被災水産業者対策に要する経費があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
干害、冷害、凍霜害、ひょう害等による特別の財政需要があること
災害等廃棄物処理事業に要する経費があること
活動火山対策に要する経費があること
除排雪に要する経費が多額であることを考慮して定める額 ※
附則
水俣病影響地域の再生・振興に資するため借り入れた地方債の元利償還金があること
指定都市が償還を免除した災害援護資金の償還未済額があること
緊急・臨時的に実施する離職者等の雇用や居住の確保のための事業に要する経費があること
算定額の著しい変動を緩和するために必要な額として総務大臣が算定した額 ※
経済情勢の著しい変化に伴う財政需要の増加や財政収入の減少を考慮して定める額 ※
（注）１．特定項目とは、財源超過額などの減額項目から控除されないもののこと。
　　 2．本則は項目名と別に算式が示されている（算定方法不明示の項目には※を付記:附則も同じ）。また、本則の事項文は
　　 　　省令通りだが、附則（2008年度に限りと明記）は算式が別ではないため、筆者がまとめている。
（資料）「特別交付税に関する省令（第65次改正）」
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浅羽　隆史
は災害関連以外まったく不要という訳ではな
いものの、災害関連が特別交付税のなかでと
くに重要であるということは間違いないだろ
う。こうした認識は、政府による特別交付税
の交付に関する記者発表資料のなかで、恒常
的に算定項目の例示の第一番目に災害関連を
もってきていることからも伺える。しかし、
その災害関連では、もっとも多額だった2004
年度ですら特別交付税総額の１割に満たない
規模であった。1986年度の例で、防災関連（現
在は特別交付税で算定されていない項目を含
む）を加えても対特別交付税総額比は１割強
にとどまっていた。他の算定項目に関する分
析や特別交付税が全体として実際に果たして
いる役割を踏まえたうえでの分析は稿を改め
るが、特別交付税総額9,245億円（2008年度）、
そして地方交付税総額の6％という割合は、
大きすぎるという印象を拭うことができな
い。少なくとも、現行の特別交付税の規模は、
災害関連によって説明できるものではないこ
とは明らかである。
　市町村分について、災害関連を特定項目と
して、普通交付税の不交付団体にも特別交付
税が交付されるような方式になっていること
には、一定の意義があると考えられる。とく
に年度後半に至っての災害発生への対応は、
いかに財政力の強い市町村であっても、財源
面で多くの困難に直面すると想定できる。そ
のため、現年災を特定項目とすることに関し
ては、特別交付税の存在理由そのものに該当
する措置であり、現行通りの算定方法が望ま
しいであろう。しかし、それは特定項目のす
べてが望ましいものになっているということ
を意味するものではない。先に見た通り、特
定項目には「頑張る地方応援プログラム」や
合併関連の項目なども含まれている。2008年
度を例にとれば、特別交付税は全市町村に交
付され、財政力指数１以上の団体に交付され
た特別交付税の総額が324億円となり、総額
の4％を占める。やはり現年災を除いた項目
について、その必要性を吟味する必要がある
だろう。とくに、「経済情勢の著しい変化に
伴う財政需要の増加や財政収入の減少を考慮
して定める額」など算定方法を明示していな
い特定項目の存在は、決して望ましいもので
はない（表4）。普通交付税の不交付団体に
とって、交付される特別交付税の歳入に占め
る比率はかなり小さいケースがほとんどであ
る。先に例として見た武蔵野市の場合、2008
年度で0.05％にすぎない。しかし、予算に特
別交付税を計上しているうえ、年度末に交付
されるため貴重な財源となる13）。
　一方、都道府県分には、市町村分のような
特定項目の制度はない。しかし、普通交付税
の不交付団体の都道府県であっても、年度の
後半に大規模な災害が発生した場合には、財
源の困難さに直面するはずである。特別交付
税の役割から鑑みて、現年災のみについて
は、市町村同様に減額項目の控除対象から外
すべきではないだろうか。
注
１）地方交付税法第15条第１項は、次の通りである。「特
別交付税は、第11条に規定する基準財政需要額の算定
方法によっては補そくされなかった特別の財政需要が
あること、第14条の規定によって算定された基準財政
収入額のうちに著しく過大に算定された財政収入があ
ること、交付税の額の算定期日後に生じた災害（その
復旧に要する費用が国の負担によるものを除く。）等
のため特別の財政需要があり、又は財政収入の減少が
あることその他特別の事情があることにより、基準財
政需要額又は基準財政収入額の算定方法の画一性のた
め生ずる基準財政需要額の算定過大又は基準財政収入
額の算定過少を考慮しても、なお、普通交付税の額が
財政需要に比して過少であると認められる地方団体に
対して、総務省令で定めるところにより、当該事情を
考慮して交付する。」
2）年度によって、特別交付税の算定の種類が異なる場合
がある。文中のものは2008年度のものだが、概ねいず
れの年度でもこのような構成である。ただし、阪神・
淡路大震災の時のように別途定められることもある。
３）このほか、災害対策には「過年災」という区分もある
が、「過年災」に地方債の発行や普通交付税措置はあ
るものの、特別交付税の算定にはない。
4）厳密には、現年災も現年災害に含まれるものである。
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5）地方財務協会編『地方財政』において、12月分と年度
分合計が毎年度それぞれ解説付きで、多くは総務省自
治財政局（旧自治省財政局）財政課の課長補佐によっ
て執筆されている。そのなかで、災害関連は何らかの
形で数値が公表されている。
6）たとえば、2004年度では現年災害（現年災、災害廃棄
物処理、災害応援）のみが公表されているのに対して、
2008年度では、現年災に加え連年災などの分（現年災
と連年災以外の算定項目は不明）が公表されている。
詳しくは、佐藤（2005）および神門（2009）を参照。
７）データの出所は佐藤（2005）。ここで、「平成6年度の
災害関係の算定額748億円を大きく上回り、過去最高
の算定額である」（167頁）と記述されているため、本
稿本文中で2004年度を最大、1994年度を2番目として
取り扱っている。
8）特別交付税の算定項目のなかで、「災害による財政需
要の増加又は財政収入の減少があること」は、当該年
度の12月31日までに発生した災害が対象となってい
る。そのため、通常であれば当該年度の１月１日以降
に発生した災害に対する特別交付税の算定は、翌年度
に実施される。しかし、1995年１月17日に発生した阪
神・淡路大震災の場合には、発生した当該年度に算定
された。
9）1986年度の東京都および後述の川崎市の例は、自治省
財政局財政課（1987）による。「特別交付税に関する
省令」は、各年度2度程度改正されており、1986年度
は第17次および第18次改正のものにもとづいて算定さ
れているため、現行のものとは異なる部分がある。
10）頑張る地方応援プログラムは、日野町（鳥取県）を除
く全市町村が応募している。特別交付税では、一団体
当たり3000万（財政力による補正：財政力指数１以上
は0.5、0.8以上１未満は0.75を乗じ、0.8未満は補正
なし）を上限に措置される。上限設定があるため、小
規模町村ほど相対的に有利になる。
11）2008年度で特別交付税がもっとも少ない市町村は、六ヶ
所村（青森県）の842万円である（資料　総務省編『市
町村別決算状況調』）。
12）1986年度の川崎市の特定項目で最大のものは、３月分
の公害対策4,010万円であった。
13）2006年度から、「公債費負担対策」と「公害救済」を
段階的に特定項目から準特定項目へ移行している。こ
れは、災害の発生時などを除けば、結果として普通交
付税の不交付団体（市町村）への交付を少なくするこ
とにつながる。望ましい動きと評価できる。
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